
被災地特化型⼟地収⽤⼿続（収⽤加速化７本柱）

※1 ３年８割ルール
用地幅杭打設から３年又
は用地取得率が80％程度
を目安に収用手続に移行

期間
６月
↓

１年

測量 設計

事業認定の申請準備
・説明会の開催
・事業認定申請書の作成

事業認定申請

事業認定告示

収用裁決の申請準備
・所有者の調査（登記簿による）

※土地調書の作成等は不要

収用裁決申請

収用委員会にお
ける論点整理等

収用委員会の審理

収用裁決

補償金の支払い
権利取得・明渡し

工事着手

緊急使用の申立て

緊急使用の許可

工事着手

用
地
買
収

（注）赤字は、第５弾の追加措置
●印は、立法措置による追加施策

※2 不明裁決
土地所有者等の氏名又は
住所を確知できない場合
に、当該事項を不明とし
たまま行う収用委員会の
裁決

・土地調書の作成
・損失補償の見積
・所有者の調査

①測量・設計を並行して実施
○測量の完了を待たずに設計を並行して

実施

②説明会の開催方法の効率化
○土地収用法の説明会と用地説明
会等を兼ねて開催

④事業認定手続期間の短縮
○通常３ヶ月を２ヶ月に短縮
●法律上も同内容を規定

⑦収用裁決手続の迅速化
○全国の運用事例の調査・共有
○所有者不明の場合の不明裁決（※2）の
活用

○指名委員制度の活用促進
●裁決申請時の土地調書等の添付を不要
に（収用委員会の論点整理等を並行し
て進めることが可能に）

●早期の収用裁決の努力義務
○改正法の運用について通知で明示
（Ⅱ-(2)-①）

⑤権利者調査の合理化
○補償コンサルタント等への外注の推
進

○ガイドラインの作成・周知による裁
決申請に当たっての所有者調査の範
囲・方法の明確化（Ⅱ-(2)-②）

③復興事業における早期事業認定申請
ルール
○３年８割（※1）を待たずに収用手続に
移行、任意買収と並行して収用手続を
進める

⑥緊急使用の活用
○緊急使用の活用を促進（早期の工事着工）
●緊急使用の期間の延長
（６月→１年）
（緊急使用の活用促進につながる）
●緊急使用の要件の明記
○改正法の運用について通知で明示
（Ⅱ-(2)-①）

①

②

③

④

⑤

⑦

⑥
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○東日本大震災復興特区法の改正を踏まえて、土地収用法の運用に当たっての留意事項等について通知を発出し、被災地におけ
る土地収用手続の更なる迅速化を促進

○事業認定庁は、公告・縦覧を行う市町村長等との連携を図るなどし
て処分を迅速化

○事業認定申請に当たって、任意交渉を要するものではない

○指名委員制度の活用や事務局体制の強化

○所有者不明の土地に関する不明裁決の活用や必要書類の見直し

○書類の一部を省略した裁決申請の場合に、収用委員会と起業者に
おいて並行して手続を進める

○収用裁決申請に当たって、任意交渉を要するものではないことや遺
産分割協議の進展を待つことを要しない

→通知による運用の明確化等により、被災地における土地収用手続の活用を促し、収用手続全体を早期化・迅速化。

○土地所有者不明の場合等の緊急使用制度の積極的な活用

○緊急使用の活用に当たっての権利者調査の合理化

○書類の一部を省略して裁決申請があった段階での緊急使用が可能
（公簿により可能な範囲での調査で可）

１．事業認定手続の迅速化

○事業認定手続の迅速化（3ヶ月→2ヶ月以内）
（用地取得加速化プログラムで措置済みのも
のを法律で明記）

３．収用裁決手続の迅速化

○収用裁決手続の迅速化（6ヶ月以内）

２．収用裁決申請時期の早期化

○裁決申請に当たって、土地調書の作成を要せ
ず、省略した書類により申請を行うことが可能

４．緊急使用制度の活用

○東日本大震災からの復興の推進が困難とな
る場合にも緊急使用の活用が可能であること
を明記

○緊急使用期間の延長（6月→1年）

復興特区法改正の内容 施行通知の内容

運⽤の明確化による⼟地収⽤⼿続の迅速化
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○ 不明裁決申請に至るケースを分類し、起業者が不明裁決の申請をする際に必要となる権利者調査のプロ
セスを整理して起業者・収用委員会に対して明示

１．不明裁決制度の概要

適切かつ合理的な権利者調査の方法を明示することにより、土地収用手続の迅速化と起業者の負担軽
減を図る。

２．起業者による調査

ステップ１：登記記録の調査

ステップ２：住民票・戸籍等の調査

ケース１：権利者の氏名や住所が不明である場合

ケース２：権利者の所在が不明である場合

ケース３：権利者が国外にいる場合

ケース４：権利者が死亡している場合

ケース５：権利者間で持分の争いがある場合

○ガイドラインの概要

３．収用委員会による職権調査

４．記載例

○ 不明裁決申請に至るケースを分類し、合理的な範囲内での調査となるよう整理

○ 収用委員会は、必要以上に裁決手続を長期化させることとならないよう、調査の効果や必
要性を考慮して調査の要否を判断すべきことを明示

○ 権利者調査のプロセスを整理

○権利者調査の流れ（例）

不明裁決を申請

住民票が入手できず、氏名
から権利者を特定できない

住民票・戸籍等による調査

登記記録の確認

登記記録に氏名の記載は
あるが住所が分からない

例：権利者の住所が不明である場合

※この場合、地元精通者等への聞取りを
要せず、不明裁決を申請できることを明
記

不明裁決の申請に係る権利者調査のガイドラインの作成・周知

3




